
総務費
  500,371万円
　　【35.5％】

商工費
172,454万円
　【12.2％】

公債費
133,448万円
  【9.5％】

土木費
129,476万円
　 【9.2％】

給与費
87,642万円

  【6.2％】

民生費
171,274万円
　【12.1％】

歳 出 総 額
141億900万円

衛生費
57,137万円【4.1％】

教育費
57,734万円【4.1％】

農林水産業費
46,893万円【3.3％】

消防費
44,352万円【3.1％】

議会費
6,959万円【0.5％】

その他
3,160万円【0.2％】

□その他内訳 ・予備費 1,200万円
・労働費 1,958万円
・災害復旧費 1万円
・諸支出金   1万円

町債残高(一般会計）

基金の(町の貯金)残高の推移

町債残高(令和４年度特別会計）

２年度 温泉事業

下水道事業

水道事業(企業)

３年度
（見込み）

４年度

22億
9,000万円

45億
900万円

61億
4,500万円

５億
3,200万円

４億
8,300万円２億

7,700万円

令和２年度末 令和３年度(予算) 令和４年度(予算)

５億

０

20億

40億

60億
財政調整基金

10億 15億０

101億8,600万円 6,500万円

96億5,400万円 12億9,000万円

92億1700万円 7億8,300万円
（見込み）

その他基金 繰入金

0 50億 100億

生費は前年度比10.5％の増で、保育
園整備およびデイサービス屋上防水

工事の増によるものです。労働費は前年度比
952.3％の増で、就職氷河期世代就業支援事業
や地域雇用活性化推進事業の増によるもので
す。土木費は前年度比11.6％の増で、公営住宅
建替事業や奥春別西10号三笠線防雪事業の増
によるものです。消防費は前年度比12.5％の
増で、救急車両導入事業の増によるものです。

民

一般会計予算

歳出

・予算に関するお問い合わせ先
役場まちづくり政策課財政係☎４８２‐２９１３（課直通）まで

　町の財政状況を詳しくお知らせする
ため、総務省が示した統一的な基準に
基づく財務諸表（貸借対照表、行政コス
ト計算書、純資産変動計算書、資金収支
計算書）を作成しています。内容につい
ては町公式ホー
ムページや役場
まちづくり政策
課で閲覧できま
す。
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依
存
財
源

　　
　
　
　

　
　
　自
主
財
源

道支出金
43,075万円【3.1％】

地方交付税
  379,500万円
　　　【26.9％】

その他

町債
86,120万円
　【6.1％】

寄附金
450,031万円
【31.9％】

国庫支出金
73,431万円

　　【5.2％】

使用料及び手数料
20,205万円【1.4％】

その他
92,155万円【6.5％】
□その他内訳
　▼自主財源　　55,573万円

・財産収入　　　　　　　 2,245万円
・繰入金　　　　　　　　48,328万円
・繰越金　　　　　　　　 5,000万円

・地方譲与税　　　　　  15,750万円
・利子割交付金　　　　　　 100万円
・配当割交付金　　　　　　 150万円
・株式等譲渡所得割交付金　 100万円
・法人事業税交付金　　　　 600万円
・地方消費税交付金　　　18,100万円
・ゴルフ場利用税交付金 　　300万円
・環境性能割交付金　　　 　920万円
・地方特例交付金　　　 　   480万円
・交通安全対策特別交付金 　 82万円

　▼依存財源　　36,582万円

分担金および負担金
17,158万円【1.2％】

諸収入
160,619万円
【11.4％】

町税
88,606万円

    【6.3％】

歳 入 総 額
141億900万円

43.8％
56.2％

入の内訳では、町税や寄附金などの自主

財源は792,192万円（構成比56.2％、前年

比22.6％増）、地方交付税や国・道支出金、町債な

どの依存財源は618,708万円（構成比43.8％、前年

比2.6％増）となっています。自主財源が歳入総額

に占める割合が高いほど財政の自主性と安定性

が確保されます。本町においてはふるさと納税の

増額により自主財源が上回っていますが、今後の

ふるさと納税の動向によっては再び本町財政の

安定は国の考え方に大きく左右されることにな

ります。

歳

令和４年度の当初予算が成立しました。

予算の概要や基金、町債の現状などをお知らせします。

令和４年度
弟子屈町　予算の概要

特別会計予算

一般会計予算

歳入

会　計　名 予算額 増減率
国民健康保険特別会計 96,574万円 △1.4%
介護保険特別会計 96,015万円 △0.9%
後期高齢者医療特別会計 14,612万円 3.6%
温泉事業特別会計 8,461万円 14.7%
下水道事業特別会計 31,424万円 △28.7%
水道事業特別会計 28,173万円 △4.8%
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